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１．はじめに 

 

これまでの鉄道整備は混雑緩和・相互直通運転・速達

性向上など輸送能力の改善つまりハード面の整備に主眼

を置き整備が進められてきた．しかし，首都圏ではその

目標は概ね達成されており，今後の鉄道整備は，さらな

るハード面の整備に加えて，ソフト面の充実も考えられ

る．今後の鉄道整備において必要であると考えられるソ

フト面改善は，所要時間の信頼性向上であると考えられ

る．今後の鉄道整備において特に所要時間信頼性を考慮

する必要性は，近年，首都圏では鉄道運転事故等による

慢性的な遅延が生じていることや所要時間の見積もり方

法に他の交通手段と異なる特徴があるためである． 

まず，鉄道運転事故の発生件数が近年増加傾向にある

ことから所要時間に影響を与え，鉄道利用者の損失時間

が増大している可能性が高い（図‐１）． 

次に，自動車交通では、道路環境（混雑状況、交通

規制など）や過去の経験を踏まえてドライバー自身が

所要時間を見積もるのに対し、軌道系交通では時刻

表に従って所要時間が決定する．したがって，時刻表

と実際の運行時刻の差が交通行動に影響を与えてい

る可能性が考えられる． 

今後，「所要時間信頼性」を考慮した鉄道整備を進め

るためには，鉄道利用者が被っている損失時間を縮減し

た際の利用者便益を把握する必要がある．さらに，鉄道

利用者の支払意志額は，同じ１時間の損失時間の縮減で

あっても，現在被っている損失時間や遅延に遭遇して被

っている不利益など様々な条件によって異なっている可

能性が考えられる． 

以上のような背景を踏まえ，本研究では，所要時間信

頼性を現在鉄道利用者が被っている損失時間の縮減と捉
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え，損失時間縮減に対する支払意志額の分析を行うこと

を目的とした． 

 

２．既往研究 

 

日本では鉄道を対象とした研究は古くから数多く行

なわれ，特に鉄道輸送サービスに関する研究の蓄積は数

多くある．しかし，信頼性の観点から鉄道を対象とした

既往研究は数が少ない．例えば Small ら１），Carey ら
２），Higgins ら３），Reitveld ら４）などがあり，Small
らは，予定した時刻に到着できるという鉄道サービスの

信頼性についての研究が定性的な評価に留まっている点

を指摘して，旅客は到着時刻の信頼性が増すことに対し

金銭的な支払い意志を有しており，鉄道整備プロジェク

トを評価する際に，この効果を便益に含めることも可能

であるとしている研究がある．その他の既往研究は，高

田ら５）が詳細にまとめている． 
これら４編１）～４）の既往研究は，通常時のサービスの

信頼性向上を念頭においた研究であり，本研究が対象と

する運行停止時間が比較的長時間に及ぶ鉄道事故の発生

に対応することを目的としたものではない． 
一方，高田ら６）が，鉄道輸送障害の分析を行い，鉄

道事故統計を用いて，鉄道輸送障害に伴う事象の確率分

布を特定化し，シミュレーションによって乗客の損失時

間を推計する手法を構築している．  
 自動車交通を対象とした時間信頼性に関する研究成果

図‐１ 首都圏の鉄道事故発生件数 
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には数多くの蓄積がある．例えば，Asakura ら 7）が，

阪神高速道路を対象として，ルートによって所要時間が

異なることに着目して，平均と標準偏差を用いた所要時

間指標を提案したものがある． 

 所要時間の不確実性の経済的価値を評価した既往

研究に今長ら８），浅見９），越智ら 10）の研究がある． 今

長らは，道路交通混雑による損失を所要時間の遅れ

に加えて，所要時間の不確実性によっても発生すると

考えた際に必要となる不確実性を評価している．浅見

は，東海道新幹線が長期不通になった際の社会的損

失を定量的に把握している．越智らは，平常時・非常

時において最適な道路ネットワーク整備をする際の指

標として，ネットワーク全体の消費者余剰を指標として

提案し，数値計算を行っている．  

以上，鉄道・自動車交通の信頼性評価及び所要時間

の不確実性の経済価値の分析を行っている既往研究につ

いて整理したが，鉄道を対象とし日常的に発生している

所要時間信頼性に関する分析を行った既往研究はこれま

でにない． 

 

３．使用データ 

 

本研究では，鉄道利用者に対してアンケート調査を行い，

輸送障害が発生した際の乗客の選好意識データを収集し

た．アンケート調査は平成 18年 1月に実施した．調査
票の配布は，川口駅・大宮駅・武蔵小金井駅・志木駅の

駅前で行なった．なお配布場所は以下の過程を経て選定

した．はじめに他の路線に比べて輸送障害が多発してい

る路線を抽出し，その後，輸送障害が生じた際に代替経

路が確保できる駅とできない駅の双方を選んだ． 
 アンケート票の配布対象者は，各駅の改札から出てき

たと考えられる者から無作為に抽出し，「調査票」なら

びに「回答用はがき」を手渡しにより配布した．なお予

め調査依頼時に協力が得られないと判明した場合には，

調査票の配布は行なわなかった．総計 1418枚の調査票
を配布し，196枚（約14％）の有効回答を得た． 

回収率が約 14％に留まった理由には，調査票の配布を
街頭での手渡しで実施したこと，回答結果を郵送で回収

したことなど，回収率が高くはならない方法を採用した

ためだと考えられる． 
 アンケートの質問項目は，鉄道の利用頻度，鉄道サー

ビスに関する満足度，サービスの改善要望度，遅延に遭

遇する頻度，運行停止時の選好意識調査，所要時間の信

頼性向上に対する支払意思額の５項目である．本研究で

は，アンケート調査の所要時間信頼性向上に対する支払

意思額データを利用する．アンケート票の支払意思額調

査のフォーマットを図‐３に示す．本研究ではCVMを
用いて支払意思額を把握した．はじめに被験者に毎年一

定時間の損失を被っていることをアンケート調査票上で

認識させた上で支払意志額を問うた． 
 支払意志額は，現在被っている損失時間と縮減時間の

関係に依存していると考えられるため，表‐１に示すよ

うに，鉄道利用者が現在被っている損失時間を２時間，

６時間，12 時間の３パターンを設定した．さらに，そ
れぞれの損失時間が 50%，100%縮減する２パターンを
設定し，合計６パターンの質問を行った． 
 
４．支払意志額の基礎特性 

 

損失時間１時間あたりの支払意志額を図‐４に示す．

支払意志額の平均は1,958円，標準偏差は4,300円となっ

た．また，支払意志額が0円である場合を除くと，平均

表‐２ アンケートデータの基礎特性 
共変量 単位 平均 標準偏差 
利用回数 回/月 16.8 8.0 
遅延回数 回/月 3.0 2.8 
損失時間 時間 6.7 4.3 
縮減時間 時間 5.0 3.8 
遅延遭遇率 - 0.2 0.3 
年収 百万円 2.6 2.9 
年齢 歳 4.5 1.5 
性別 - 男性:31.3% ,女性:68.7% 

サンプル数 - 233 

 

表‐１ アンケートの条件設定 

パ
タ
ー
ン 

条件設定 
縮減割合 
（％） 

現在の損失

時間（hr） 
縮減時間 

(hr) 
改善後の損

失時間(hr) 

A 
50 2 1 1 
100 2 2 0 

B 
50 6 3 3 
100 6 6 0 

C 
50 12 6 6 
100 12 12 0 

 図‐２ アンケート調査票 

Q． ある統計を用いて分析した結果、鉄道旅客１人当たり１年間に合計６時間の到着時間

の遅れが生じていることが明らかになりました。つまり、あなたの時間が６時間失わ

れていることになります。この時、以下の（問Ａ）、（問B）にお答えください。

（問Ａ）鉄道の整備により、あなたの損失時間を６時間から３時間に減らすことができます。

あなたは、この鉄道整備にいくらまで支援することができますか？なお支援は１度

限りです。

円までなら支援できる （回答用ハガキに金額をご記入ください。）

（問B）鉄道の整備により、あなたの損失時間を６時間から０時間に減らすことができます。

あなたは、この鉄道整備にいくらまで支援することができますか？なお支援は１度

限りです。

円までなら支援できる （回答用ハガキに金額をご記入ください。）

Q． ある統計を用いて分析した結果、鉄道旅客１人当たり１年間に合計６時間の到着時間

の遅れが生じていることが明らかになりました。つまり、あなたの時間が６時間失わ

れていることになります。この時、以下の（問Ａ）、（問B）にお答えください。

（問Ａ）鉄道の整備により、あなたの損失時間を６時間から３時間に減らすことができます。

あなたは、この鉄道整備にいくらまで支援することができますか？なお支援は１度

限りです。

円までなら支援できる （回答用ハガキに金額をご記入ください。）

（問B）鉄道の整備により、あなたの損失時間を６時間から０時間に減らすことができます。

あなたは、この鉄道整備にいくらまで支援することができますか？なお支援は１度

限りです。

円までなら支援できる （回答用ハガキに金額をご記入ください。）



は3,286円，標準偏差は5,178円となった． 

 アンケート調査で得られたデータには，支払意志額を

0円と回答したデータも含まれていたが，本研究では0円

データを除いて分析を行った．支払意志額が0円のデー

タを除いた理由には，現在，鉄道利用者が被っている損

失時間が減少し，鉄道サービスが向上するにも関わらず，

その改善に要する費用の一部を負担する意思がないこと

や合理的な回答ではないと判断されるため分析データか

ら除くこととした． 

 損失時間毎の支払意志額の平均を図‐６に示す．この

図から２つの特徴が明らかとなった．１つ目は，損失時

間１時間当たりの支払意志額の平均値は，損失時間の増

加とともに減少することである．２つ目は，損失時間１

時間当たりの支払意志額の平均値は，縮減している時間

にほとんど関係していないということである．以上の結

果から，後に推定する支払意志額関数の共変量として損

失時間や縮減時間を考慮することとした．また，被説明

変数である支払意志額は，損失時間の間において１時間

あたりの平均支払意志額に違いがなかったことから，１

時間あたりの支払意志額とした． 

 

５．支払意志額の関する分析 

 

（１）生存分析モデル 

本研究では，損失時間1時間当たりの支払意思額を生
存時間と考え生存時間モデルを適用し分析を行った．生

存時間モデルは式（１）で示される． 
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E ：共変量のパラメータ 

 
式（１）よりハザード関数は式（２）で表される． 
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式（２）より生存関数 )(tS を導くと式（３）になる． 
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また，支払意志額の期待値は式（４）で表わされる． 
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（２）支払意志額モデル 

 本研究では，生存時間つまり被説明変数は，図‐５に

示した通り損失時間間で1時間当たりの平均支払意思額
に違いがなかったことから，1時間当たりの支払意思額
とした．また，式（１）の共変量は，利用回数，遅延回

数，損失時間，縮減時間，遅延遭遇率，年収，年齢，性

別の８つを採用した．利用回数は鉄道利用者が１カ月間

に鉄道を利用した回数，遅延回数は，鉄道利用者が１カ

月間に遅延に遭遇したと認識した回数，遅延遭遇率は，

遅延回数を利用回数で除した値である． 

 

（３）分析結果 

本研究では，表‐１に示す共変量を用いて式（３）

に示す比例ハザードモデルを推定した．また，共変量を

変化させ複数のモデルを構築した．モデルのあてはまり 

表‐３ 比例ハザードモデルの推定結果 
 Model１ Model２ 

共変量 単位 係数 ｔ値 係数 ｔ値 

利用回数 回/月 -0.043 -3.91 -0.036 -4.00 
遅延回数 回/月 0.028 0.85 － － 

損失時間 分 0.061 2.10 0.061 2.10 
縮減時間 分 -0.11 -3.24 -0.112 -3.29 
遅延遭遇率 － -0.878 -3.00 -0.685 -3.31 
年収 百万円 0.014 0.52 － － 

年齢 歳 -0.116 -2.52 -0.108 -2.45 
性別 － 0.252 1.58 0.216 1.52 

スケールパラメータ － 0.859 17.53 0.856 17.47 
形状メータ － 0.0017 16.25 0.0016 16.82 

AIC － 4195 4192 

 

図‐３ 損失時間１時間あたりの支払意志額(n=392) 

図‐４ 損失時間毎の支払意志額の平均値 
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の良さについては AIC を用いて評価した．はじめに，
すべての共変量を用いて推定を行い，その後，AIC が
小さくなるよう共変量を変化させモデルの推定を行なっ

た．推定結果を表‐１に示す．その結果，遅延回数と年

収以外の共変量を採用したモデルを構築した． 
図‐６に推定された生存関数の分布を示す．３つの

生存関数とも損失時間が２，６，１２時間からそれぞれ

０時間になった場合を示している．現在被っている損失

時間により生存関数の形状が異なることがわかる．支払

意志額の期待値は生存関数を 0 から無限大まで積分す
ることにより求めることができる． 
図‐７に推定されたモデルから算出した支払意志額

の期待値の分布を示す．この時，損失時間と縮減時間以

外の共変量は，平均値を用いた．その結果，損失時間と

縮減時間がともに大きい場合に支払意志額の期待値も大

きくなることが検証された． 

 

６．おわりに 

 

本研究では、アンケート調査を実施し、鉄道サービス

の遅延を原因とする損失時間を縮減するためのデータを

収集した．また，生存時間分析を用いて支払意志額モデ

ルを推定した．その結果，共変量を考慮した支払意志額

モデルを推定した．さらに推定された支払意志額モデル

を用いて損失時間の縮減に対する支払意志額の期待値を

算出した．その結果，利用回数，損失時間，縮減時間，

遅延遭遇率が支払意志額の期待値に影響を与えているこ

とが明らかとなった．さらに，支払意志額の期待値は，

現在，鉄道利用者が被っている損失時間と縮減時間に大

きく影響していることも明らかとなった． 

 今後は，筆者らが構築した損失時間推計シミュレーシ

ョンシステム11）に本研究の研究成果を反映させ，所要

時間信頼性が向上した場合の利用者便益の算出を試みる．
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図‐７ 支払意志額の期待値分布 図‐６ 生存関数の分布 
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